
気候変動適応に向けての
自治体・事業者の取組

（公財）東京都環境公社東京都気候変動適応センター



説明の流れ

１ 気候変動の影響とその対応（適応）

２ 自治体、気候変動適応センターの役割

３ 適応策の具体例（民間事業を例として）

４ 省エネの取組と適応策の関係



１ 気候変動の影響とその対応（適応）

〇既に始まっている気候変動
大量の温室効果ガスの排出により、世界や日本の平均気温は上昇
それに伴い、経験したことのない豪雨、熱中症リスクの増加や農作物の品質低下など、
気候変動によると思われる影響が全国各地で発生

〇気候変動への対応（適応）
省エネの取組など、できる限り温室効果ガスの排出を抑制することは不可欠
しかし、厳しい排出制限をしてもなお、今後も気候変動の影響は発生
自然や人間社会のあり方を調整していく必要＝これを「適応」という。

〇誰が、あり方を変えるのか
気候変動の影響は社会全体が受けるため、行政、事業者、市民それぞれが
悪影響を最小限に抑える取組が必要



２ 自治体、気候変動適応センターの役割

①自治体の役割
地域気候変動適応計画を策定し、
防災施策、暑さ対策、市民への普及啓発等の適応策を推進

※都は、２０２１年３月に東京都気候変動適応計画を策定し、適応策を実施
施策例：洪水対策 護岸整備等や、環七地下広域調節池など工事中の調節池等の整備推進

暑さ対策 区市町村と連携し、微細ミスト等の暑さ対策設備の設置を推進

②東京都気候変動適応センターの役割 （https://www.tokyokankyo.jp/tekiou-center/）
都及び環境公社が連携して、地域気候変動適応センターを設置、運営

<センターの主な業務>
・区市町村への情報提供、技術的助言
⇒地域気候変動適応計画の策定に役立つ職員向け講演会の開催（予定）
・都民、事業者への普及啓発
⇒自治体の環境フェアへの出展や、自治体へ普及啓発用ポスターの貸し出し（予定）

https://www.tokyokankyo.jp/tekiou-center/


３ 適応策の具体例（民間事業を例として）

＜事業活動に想定される気候変動の影響例＞
河川氾濫や高潮による建物の被害
高温による屋外労働の制限
農産物の生産量・価格への影響 ・・・・等

⇒いまから適応策を考える必要

洪水・内水氾濫

豪雨の増加、海面水位の上昇、台風の強大化等に
より、浸水被害の甚大化や頻発化が想定

暑熱

2090 年代には、東京で日中に屋外労働可能な
時間が現在よりも30〜40%短縮する予測も



＜具体的な適応策例＞

〇従業員・顧客向けに
気温上昇に備えて、熱中症対策

〇風水害に備えて
ハザードマップの確認
施設の防災機能の向上

詳細な資料をご覧になりたい場合
は、国立環境研究所気候変動
適応センターのウェブサイト
（A-PLAT）まで

https://adaptation-platform.nies.go.jp/

出典：「気候変動適応情報プラットフォームポータルサイト」
（https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/infographic/img/6_07.pdf） 2022年5月24日に利用

https://adaptation-platform.nies.go.jp/private_sector/infographic/img/6_07.pdf


４ 省エネの取組と適応策の関係

省エネの取組は、地球温暖化防止にも役立つだけでなく、同時に適応策になる場合もある

＜健康＞
○高効率エアコンの導入
⇒ 適切な冷房温度で運転することで、従業員や顧客の熱中症予防

＜自然災害＞
○蓄電池の導入
⇒ 風水害による停電時において、事業活動を継続

本説明会で御案内する事業を活用することが、気候変動「適応」にもつながっていく。

「省エネ」と「適応」の推進に御協力よろしくお願いいたします。


